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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 130,867 3.8 5,385 18.1 5,519 0.1 2,987 △7.8

18年９月中間期 126,022 2.6 4,558 △20.1 5,511 △5.6 3,239 △8.1

19年３月期 265,054 － 10,110 － 12,015 － 5,729 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 42 83 － －

18年９月中間期 46 44 － －

19年３月期 82 12 － －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 424百万円 18年９月中間期 251百万円 19年３月期 676百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 181,720 124,049 67.2 1,751 35

18年９月中間期 174,449 116,167 65.7 1,641 74

19年３月期 181,185 120,908 65.7 1,706 54

（参考）自己資本 19年９月中間期 122,181百万円 18年９月中間期 114,536百万円 19年３月期 119,056百万円

 (参考) 総資本中間(当期)純利益率 19年９月中間期 1.6％  18年９月中間期 1.9％  19年３月期 3.3％  

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 4,798 △7,015 △970 34,759

18年９月中間期 7,331 △6,452 △646 33,999

19年３月期 16,398 △11,887 △1,540 37,507

２．配当の状況

 １株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 10 00 15 00 25 00

20年３月期（実績） 10 00 －
25 00

20年３月期（予想） － 15 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 255,000 △3.8 8,000 △20.9 9,000 △25.1 5,000 △12.7 71 67
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　無

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 69,784,501株 18年９月中間期 69,784,501株 19年３月期 69,784,501株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 20,198株 18年９月中間期 18,839株 19年３月期 19,836株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 97,277 0.1 2,188 145.4 3,176 △4.1 2,240 △0.7

18年９月中間期 97,186 2.8 892 △60.1 3,312 △15.3 2,256 △18.7

19年３月期 195,056 － 2,492 － 5,583 － 3,201 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 32 11

18年９月中間期 32 34

19年３月期 45 89

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 126,576 93,066 73.5 1,334 01

18年９月中間期 128,506 92,184 71.7 1,321 34

19年３月期 131,292 92,719 70.6 1,329 03

（参考）自己資本 19年９月中間期 93,066百万円 18年９月中間期 92,184百万円 19年３月期 92,719百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 190,000 △2.6 3,300 32.4 4,500 △19.4 3,000 △6.3 43 00

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当上半期の経済環境は、原油価格の高騰の中で、米国はサブプライムローン問題に端を発した金融・資本市場への

影響から減速感を示しました。一方、欧州ではユーロ高による輸出の伸び悩みは見られたものの、内需に支えられて

景気は緩やかな成長を持続しました。国内においては、個人消費の伸びに弱さが見られましたが、景気は引き続き回

復基調を辿りました。

　自動車業界では、小型車や燃費効率の高い車種への需要シフトがみられるとともに、中国を中心とするアジア地域

や新興国向けの市場が伸張いたしました。

  当カーエレクトロニクス業界では、市販市場においてはPND（ポータブル・ナビゲーション）の市場が拡大しました。

一方、純正市場におきましては、複合商品の新車装着が増加いたしました。

　このような状況下、当社グループは、自動車メーカー向けに先端技術・先行技術の提案を実施するとともに、受注

獲得に努めました。また、市販市場では、商品のラインナップをさらに強化するとともに、生産、販売体制の一層の

強化を図りました。

　以上の結果、当中間期の連結業績は、売上高は1,308億円（前年同期比3.8％増）、営業利益53億円（前年同期比

18.1％増）、経常利益55億円（前年同期比0.1％増）、当期純利益29億円（前年同期比7.8％減）となりました。

　また、単独業績につきましては、売上高は972億円（前年同期比0.1％増）、営業利益21億円（前年同期比145.4％増）、

経常利益31億円（前年同期比4.1％減）、当期純利益22億円（前年同期比0.7％減）となりました。

(1）当期の業績全般に関する事業の種類別セグメントの状況

① 音響機器事業

　当部門におきましては、iPodダイレクトリンク機能が評価され、欧州EISA（European Imaging＆Sound 

Association）アワードを受賞したデジタルメディアヘッドユニット「iDA-X001」の販売が、日・米・欧の市販市

場で好調に推移いたしました。

　しかしながら、CDプレーヤーがナビゲーション・ビジュアル製品との複合化の進展により減少した事や、自動車

メーカーの純正装着拡大に伴う市場規模縮小の影響を受け、市販向け売上高は7％減となりました。

　一方、自動車メーカービジネスは、北米SUV向けに、新メディアDVDオーディオ・システムの搭載が増加した事に

加え、CDオーディオ・システム搭載車種の販売が堅調に推移いたしました。さらに、厳しい車室内環境に対応した

スピーカーやアンプなどサウンド・システムが、欧米メーカー向けに拡大したことなどから、自動車メーカー向け

売上高は4％増となりました。

　この結果、当事業部門の売上高は631億円（前年同期比0.4％増）となりました。

② 情報・通信機器事業

　当部門では、国内市販市場向けに地上デジタル放送フルセグ対応のカーナビゲーション「モービル・メディア・

ステーションX07」、欧州市販市場にはポータブル・ナビゲーション「Blackbird」をそれぞれ投入し、ラインアッ

プの拡充を図るとともに、売上拡大を目指しました。

　また、国内市販市場に投入した地上デジタル放送やDVD対応のフリップダウンモニターは、ユーザーニーズを的

確に捉え、ヒット商品に成長いたしました。しかしながら、価格競争の激化や純正装着拡大の影響を受け、市販向

け売上高は横這いに留まりました。

　自動車メーカー向けにつきましては、カーナビゲーションや複合製品の純正装着率の高まりに加え、取引先の新

車販売が好調に推移したことから、8％増の売上となりました。

　この結果、当事業部門の売上高は677億円（前年同期比7.3％増）と伸長いたしました。
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(2）通期の見通し

　通期の見通しにつきましては、サブプライムローン問題が欧米経済に与える影響が懸念されております。米国にお

きましては底堅く推移してきた個人消費に陰りが見られ、欧州は、ユーロ高から成長率の鈍化が気掛かりとなってお

ります。一方、我が国経済は、米国景気の減速や原油価格の上昇、資源材料の高騰などに加え、不安定な為替動向な

ど、景気の先行きに不透明感が漂っております。

　このような状況下、今下期に国内市販市場へ次世代ナビゲーションの新モデル「モービル・メディア・ステーショ

ンX075」や、地デジ・DVDに対応した大画面・高画質のフリップダウンモニターの新製品などを市場投入し、拡販を図

ります。また、欧州自動車メーカー向けに大型システム製品の納入を開始いたします。

　さらに、積極的な開発投資を継続して実施するとともに、中期事業計画「CHALLENGE30」の「構造改革と成長」施策

の目標達成に向けて取り組んでまいります。

 

　通期の連結業績見通しにつきましては、以下のとおり予想しております。

　＜連結業績見通し＞　売上高　　 2,550億円　　(前年度比 　△3.8％)

　　　　　　　　　　　営業利益      80億円　　(前年度比　△20.9％)

　　　　　　　　　　　経常利益      90億円　　(前年度比　△25.1％)

　　　　　　　　　　　当期純利益    50億円    (前年度比　△12.7％)

　※業績見通しの前提となる予想為替レート：１米ドル＝115円、１ユーロ＝160円

（注意事項）

　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基いて算出しておりますが、多分に不確定な要素を含んで

おりますことをご承知おき下さい。
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２．財政状態に関する分析

(1) 資産、負債及び純資産の状況

　当中間連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末と比べ、5億円増加し1,817億円、純資産合計は31億円

増加し1,240億円となりました。この結果、自己資本比率は67.2％となりました。主な増減といたしまして、現金及

び預金の減少27億円、受取手形及び売掛金の減少33億円、製品の増加11億円、原材料の増加8億円、仕掛品の増加4

億円等により、流動資産は18億円減少しております。固定資産は有形固定資産の増加24億円等により23億円の増加

となりました。

　流動負債につきましては、支払手形及び買掛金の減少29億円、未払費用の増加4億円等により17億円の減少となり

ました。固定負債は、繰延税金負債の減少等により8億円の減少となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の現金及び現金同等物は347億円と前連結会計年度と比べ27億円（7.3%）の減少となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間と比べ25億円（34.6%）の減少となり、獲得した資金は

47億円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益52億円の計上、減価償却費49億円の計上及び売上債権

42億円の減少による資金の増加と、仕入債務43億円の減少、たな卸資産20億円の増加及び法人税等の支払額29億円

による資金の減少によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間と比べ5億円（8.7%）の減少となり、使用した資金は70

億円となりました。これは主に有形固定資産の取得53億円と無形固定資産の取得14億円等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは前中間連結会計期間と比べ3億円（50.0%）の減少となり、使用した資金は

9億円となりました。これは主に配当金の支払10億円によるものであります。

　これらの結果、フリー・キャッシュ・フローは22億円の資金減少となりました。なお、フリー・キャッシュ・フ

ローは営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計であります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

　当社グループのキャッシュ・フローに関する指標のトレンドは以下のとおりです。

  平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 

 中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率（％） 61.3 65.3 65.7 65.7 67.2

時価ベースの自己資本比率（％） 73.8 71.6 66.2 81.6 65.0

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率（年）

19.4 0.0 0.0 0.0 0.0

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

2.1 95.5 145.1 129.9 54.6

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュフロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　当社では、株主への利益還元を経営の重要課題と位置付けており、連結業績をベースに「株主への利益還元」、「競

争力強化のための積極的な研究開発投資や設備投資」、「将来の事業成長に向けての内部留保」のバランスを考慮し

て決定することを基本方針とし、配当水準の安定と向上に努めてまいります。

　また、会社法施行により、配当に関する回数制限の撤廃が行なわれましたが、現在当社では、特段の変更は予定い

たしておりません。

(4）事業等のリスク

　当社グループの事業展開上リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項は以下のとおりです。

文中における将来に関する事項は本資料作成日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 景気変動について

　当社グループは、モービルマルチメディア事業を中心としてグローバルに事業を展開しております。当社グルー

プの製品は、直接あるいは顧客自動車メーカーを通じて間接的に、全世界の様々な市場で販売されております。

従いまして、日本、北米、欧州、アジア等の主要市場における景気後退などは当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 為替リスクについて

　当社グループは、海外売上高比率が約87％であり、また在外子会社の財務諸表は現地通貨建で作成されているた

め、為替変動の影響を受けます。一般に他の通貨に対する円高、特に米ドル及びユーロに対する円高は、当社グルー

プの業績に悪影響を及ぼします。当社グループは為替先物予約等により、為替ヘッジ取引を行っていますが、急激

な為替レートの変動等により、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 新製品開発について

　当社グループは、魅力ある新製品を開発するため、継続的な研究開発投資を積極的に行っております。しかしな

がら、技術の急速な進歩や顧客ニーズの変化により、期待通りに新製品開発が進まない場合、将来の成長と収益性

を低下させ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4) 価格競争について

　当社グループが属しているモービルマルチメディア業界における価格競争は激化しており、市販市場ではカーオー

ディオ単品商品が価格競争の影響を受けております。また、自動車メーカーからのコストダウンや競合他社の参入

攻勢などのため、今後一層の価格下落が予想されます。当社グループは、グローバルな視点での収益・コストの構

造改革を進めて参りますが、これら販売価格の下落が、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

(5) 海外進出に潜在するリスクについて

　当社グループは、生産及び販売活動の多くを米国や欧州ならびに中国他アジア諸国にて行っております。これら

の海外市場への事業進出には、1).予期しない法律または税制の変更、2).不利な政治または経済要因、3).テロ、戦

争、その他の社会的混乱等のリスクが常に内在されております。これらの事象が起きれば、当社グループの事業の

遂行に深刻な影響を与える可能性があります。

(6) 特定の部品の供給体制について

　当社グループは、重要部品を当社グループ内で製造する様努めておりますが、一部の重要部品については、グルー

プ外の企業から供給を受けております。これらの供給元企業が、災害等の事由により、当社グループの必要とする

数量の部品を予定通り供給できない場合、生産遅延、販売機会損失等が発生し、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。

(7) 顧客企業の要求について

　当社グループのＯＥＭ事業は、全世界の自動車メーカーを対象にしており、中期的には受注構造改革を推進し、

更なる売上げの拡大を目指しております。これら自動車メーカーにあっては、生き残りをかけたグローバル競争か

ら品質・価格・納期に対する要求が一層高まっております。この分野における顧客企業への売上げは、その顧客企

業の業績や調達方針の変更等により大きな影響を受け、また顧客要求に応じるための値下げは、当社グループの業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(8) 知的財産について

　当社グループは、技術研究開発等により得られた成果について、特許、商標及びその他の知的財産権などにより

当該技術の保護を図っております。しかし特定の地域においては知的財産権による保護が十分でなく、第三者が当

社グループの知的財産を使用し類似製品を製造するのを効果的に防止できない可能性があります。また、当社グルー

プの将来の製品または技術が、他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性があります。

(9) 製品の欠陥について

　当社グループは、厳格な品質管理基準にのっとり各種の製品を製造しております。しかし全ての製品について欠

陥がなく、将来的にリコールが発生しないという保証はありません。また、製造物賠償責任保険に加入しておりま

すが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。大規模なリコールや製

造物賠償責任につながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社グループの評価に重大な影響を与え、それによ

り当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

(10) 公的規制について

　当社グループは、事業展開する各国において、事業・投資の許可、関税をはじめとする輸出入規制等、様々な政

府規制・法規制の適用を受けております。これらの規制を遵守できなかった場合、当社グループの事業活動が制限

され、コストの増加につながる可能性があります。従いまして、これらの規制は当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。

(11) 災害時のリスクについて

　当社グループでは、地震を含めた防災対策を徹底しており、過去の災害発生時にも事業への影響を最小限に止め

た実績があります。しかし、想定を超える大規模な災害が発生した場合には、停電またはその他の中断事象による

影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。
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２．企業集団の状況
 
(1）企業集団の概況

　当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下当社という。）、親会社、子会社34社及び関連会社8社より構成され、

自動車用音響機器および情報通信機器の製造販売を主な事業とし、かつ、これに附帯する事業を営んでおります。

　当社の親会社はアルプス電気株式会社であり、当社は同社から音響機器及び情報通信機器用の部品・製品を仕入れ

ております。

　生産は、国内では生産会社３社（連結子会社）が担当しており、海外では主として欧州のALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, LTD.（連結子会社）ほかアジア及び北米の生産会社（連結子会社）が担当しております。

　販売は、国内では主としてアルパインマーケティング株式会社（連結子会社）ほか全国の販売会社（関連会社）を

通じて行っておりますが、一部の製品につきましては、当社の営業部門が直接販売を行っております。

　一方、海外におきましては、主として北米のALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC.（連結子会社）及び欧州の

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) GmbH（連結子会社）を経由して現地販売会社（連結子会社及び非連結子会社）及び現

地代理店を通じて販売を行っております。

　また、株式会社アルプス物流（親会社の子会社）は当社、アルプス電気株式会社及び国内販売会社に対して物流サー

ビスを行っております。

　なお、当社グループの各会社は、音響機器事業、情報・通信機器事業ともに携わっております。
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(2）事業系統図

 

ア  

ル 
 

パ 
 

イ 
 

ン 
 

株 
 

式 
 

会  

社 
顧   

  
  
  
  
 

客 
販売会社 

<日本地域> 

アルパインマーケティング(株) 
アルパイン京都販売(株) 
アルパイン兵庫販売(株) 

<北米地域> 

ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC. 
ALPINE ELECTRONICS OF CANADA, INC. 

<欧州地域> 

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) GmbH 
ALPINE ELECTRONICS GmbH 
ALPINE ELECTRONICS FRANCE S.A.R.L. 
ALPINE ELECTRONICS OF U.K., LTD. 
ALPINE ITALIA S.p.A. 
ALPINE ELECTRONICS DE ESPANA, S.A. 
ALPINE DISTRIBUTION NETWORK S.p.A. 
                             ALDINET 

<アジア地域> 

ALPINE ELECTRONICS OF ASIA PACIFIC 
CO., LTD. 

ALPINE ELECTRONICS (CHINA) CO., LTD. 

<その他海外地域> 

ALPINE ELECTRONICS OF AUSTRALIA  
                         PTY. LIMITED 
ALPINE ELECTRONICS ASIA PTE LTD. 
ALPINE DO BRASIL LTDA. 
ALPINE DE MEXICO, S.A. DE C.V. 

<サービス・開発会社等> 

ALPINE ELECTRONICS R&D EUROPE GmbH 
ALPINE ELECTRONICS RESEARCH OF  
            AMERICA, INC. 
NEUSOFT GROUP LTD. 
ALPS INSURANCE PTE. LTD. 
アルパインカスタマーズサービス(株) 
アルパイン情報システム(株) 
アルパイン技研(株) 
アルパインビジネスサービス(株) 
(株)アルパインソフトウエア 
(株)エムビーエー 
東芝アルパイン・オートモティブテクノロジー(株) 
(株)シーズ・ラボ 
その他2社 

<部品調達> 

ALPINE ELECTRONICS HONG KONG, LTD. 

製品の供給 部品等の供給 サービス等の提供 

生産会社 

<北米地域> 

ALCOM ELECTRONICOS DE MEXICO,  
                      S.A. DE C.V.  

<欧州地域> 

ALPINE ELECTRONICS MANUFACTURING OF  
                         EUROPE, LTD.  

<アジア地域> 

DANDONG ALPINE ELECTRONICS, INC. 
DALIAN ALPINE ELECTRONICS CO., LTD. 
TAICANG ALPINE ELECTRONICS CO., LTD. 
ALPINE TECHNOLOGY MANUFACTURING  
                 (THAILAND) CO., LTD. 

<日本地域> 

アルパインテクノ(株) 
アルパインマニュファクチャリング(株) 
アルパインプレシジョン(株) 

<親会社> 

アルプス電気(株) 

<兄弟会社> 

(株)アルプス物流 

　なお、最近の有価証券報告書（平成19年６月26日提出）における「関係会社の状況」から、重要な変更がないため、

「関係会社の状況」の開示を省略致します。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは企業理念として「個性の尊重」、「価値の創造」、「社会への貢献」、また、2015年に向けた企業

ビジョンとして、「未来価値を創造するモービルメディア・ソリューションカンパニーを目指します。」を掲げ企業

活動を行っております。車載用の音響機器や情報通信機器分野で永年培ったコア技術を核として、新たな価値の創造・

もの造りに情熱を持って果敢に挑戦することで、企業価値の向上を図ってまいります。

(2）目標とする経営指標

　当社グループでは、国内・外関連会社を含む連結経営を重視し、連結収益力の向上と連結キャッシュ・フローの創

出を目指しております。そのため、利益率ならびに資産回転率の両面から連結ＲＯＡ（総資産当期純利益率）を高め

ていくことが重要と考えており、連結ＲＯＡ５％超を目指して、利益率の向上に加え、たな卸資産の削減、有利子負

債の圧縮などに取り組んでまいります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当業界におきましては、音響機器製品は、最新デジタル機器と連動した商品の需要の拡大がみられるものの、競合

各社の価格競争が一層激しさを増しております。

　また、情報通信機器製品は、音響・映像・情報機器が一体化した複合製品が、自動車の基幹機能として搭載される

傾向が強まり、新車への純正搭載比率がますます高まりつつあります。しかし一方では、自動車メーカーのグローバ

ル競争の激化に伴う品質・価格・納期に対する要請が一層厳しさを増しております。

　このような状況に対応するため、当社グループは2015年に向けた企業ビジョン、「未来価値を創造するモービルメ

ディア・ソリューション・カンパニー」を目指し、また、中期経営方針として『創造・情熱・挑戦で「CHALLENGE30推

進（構造改革と成長）」』を掲げ、中期経営計画を推進しております。

　中期経営方針達成のため、次の戦略をもとに諸施策を推進し、新たな価値の創造・経営体質の強化と収益の向上を

図り、企業価値の拡大を目指します。

①　市場規模が拡大する情報通信機器事業に積極的な研究開発投資を実施し、コア技術をさらに深耕するとともに、

先行技術開発や大型システム商品開発とグローバルでのファーストワン商品によるビジネスモデルの構築を推進

し、事業基盤の確立を図ります。

②　価格競争の激化・厳しい品質要求に対応するため、全社をあげて製品設計構造の改革・「桁違いの搬入・市場品

質」活動と開発品質の追求に取り組むとともに、グローバル生産拠点においては、現地部品調達や部品加工から

完成までの一貫生産体制を拡充し、価格競争力の強化を図ります。

③　グローバル・ベース（日本、米州、欧州、中国・アジア）で、販売・調達・生産・開発の各機能を拡充し、顧客

満足度の向上と収益・コストの構造改革に取り組みます。

④  企業活動に関するリスクの多様化などを背景にリスクマネジメント及びコンプライアンスの重要性が増してきて

おり、ＣＳＲ委員会を組織化し、危機管理及び情報管理体制等の強化を図ります。

(4）会社の対処すべき課題

　わが国経済は企業収益や雇用環境の改善、積極的な民間設備投資から好景気は持続するものと思われます。しかし

ながら、企業間格差や世界的な原油高・長期金利上昇の影響など懸念材料も見られます。

　海外におきましても、北米では行き過ぎた住宅投資の調整や原油価格高騰など欧州もユーロ圏各国の経済格差、中

国における安定成長に向けての舵とりなど予断を許さない状況にあります。

　自動車業界におきましては、環境や安全に対する取り組み強化や新車のグローバル同時生産と高品質の要求などグ

ローバル競争が激化しております。当カーエレクトロニクス業界においても、自動車メーカーの要求に対応するため

技術開発や価格競争力の強化とグローバル化が経営の重要課題となっています。

　このような状況下、当社グループでは市場規模が拡大しているナビゲーションを核とした情報通信機器分野に積極

的な研究開発投資を継続するとともに、中国のソフトウェア開発拠点を拡充し開発効率の向上を図ります。さらに桁

違い品質追求による顧客満足度の向上とコスト・間接の構造改革を推進し、収益力を高め経営基盤の強化を図ってま

いります。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金及び預金   34,222   34,775   37,553  △2,778

２　受取手形及び売掛金 ※２  36,682   35,239   38,605  △3,365

３　製品   23,632   22,100   20,936  1,163

４　原材料   6,830   6,858   6,004  854

５　仕掛品   1,614   1,832   1,425  407

６　貯蔵品   506   434   466  △31

７　繰延税金資産   3,528   4,316   4,121  194

８　その他   6,163   8,474   6,808  1,665

貸倒引当金   △979   △940   △984  43

流動資産合計   112,203 64.3  113,091 62.2  114,937 63.4 △1,845

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産            

(1）建物及び構築物  21,077   21,898   21,589    

減価償却累計額  △12,093 8,984  △12,775 9,122  △12,454 9,134  △12

(2）機械装置及び運搬具  16,205   19,123   17,859    

減価償却累計額  △8,586 7,619  △10,142 8,980  △9,347 8,512  468

(3）工具器具備品及び金型  43,901   48,659   45,633    

減価償却累計額  △37,656 6,244  △41,032 7,626  △39,061 6,571  1,055

(4）土地   4,957   5,198   5,179  18

(5）建設仮勘定   302   1,607   692  915

有形固定資産合計   28,108 16.1  32,535 17.9  30,090 16.6 2,445

２　無形固定資産   6,751 3.9  6,916 3.8  6,923 3.8 △6

３　投資その他の資産            

(1）投資有価証券   17,848   17,130   18,335  △1,204

(2）繰延税金資産   196   227   228  △1

(3）その他   9,395   11,891   10,727  1,163

貸倒引当金   △55   △73   △57  △16

投資その他の資産合計   27,385 15.7  29,176 16.1  29,234 16.2 △57

固定資産合計   62,246 35.7  68,628 37.8  66,247 36.6 2,381

資産合計   174,449 100.0  181,720 100.0  181,185 100.0 535
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　支払手形及び買掛金 ※２  28,036   26,056   28,971  △2,914

２　短期借入金 ※１  375   419   174  245

３　未払法人税等   2,168   1,550   1,946  △396

４　未払費用   9,564   11,090   10,678  412

５　繰延税金負債   111   53   52  0

６　賞与引当金   1,930   1,976   1,849  127

７　役員賞与引当金   31   29   62  △32

８　製品保証引当金   5,168   5,988   5,775  212

９　その他   5,438   4,847   4,252  595

流動負債合計   52,824 30.3  52,011 28.6  53,763 29.7 △1,751

Ⅱ　固定負債            

１　繰延税金負債   3,242   3,757   4,219  △461

２　退職給付引当金   603   638   619  18

３　役員退職慰労引当金   660   649   718  △68

４　その他   950   613   955  △342

固定負債合計   5,457 3.1  5,659 3.1  6,513 3.6 △853

負債合計   58,282 33.4  57,671 31.7  60,276 33.3 △2,605

            

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本         

１　資本金  25,920 14.8 25,920 14.3 25,920 14.3 －

２　資本剰余金  24,905 14.3 24,905 13.7 24,905 13.8 0

３　利益剰余金  55,055 31.6 59,283 32.6 57,344 31.6 1,939

４　自己株式  △27 △0.0 △30 △0.0 △29 △0.0 0

株主資本合計  105,854 60.7 110,079 60.6 108,141 59.7 1,938

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価差額金  7,500 4.3 7,177 4.0 7,789 4.3 △611

２　土地再評価差額金  △1,394 △0.8 △1,394 △0.8 △1,394 △0.8 －

３　為替換算調整勘定  2,576 1.5 6,318 3.5 4,520 2.5 1,798

評価・換算差額等合計  8,682 5.0 12,101 6.7 10,914 6.0 1,186

Ⅲ　少数株主持分  1,630 0.9 1,867 1.0 1,852 1.0 15

純資産合計  116,167 66.6 124,049 68.3 120,908 66.7 3,140

負債純資産合計  174,449 100.0 181,720 100.0 181,185 100.0 535
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   126,022 100.0  130,867 100.0 4,845  265,054 100.0

Ⅱ　売上原価   100,727 79.9  104,782 80.1 4,054  210,442 79.4

売上総利益   25,294 20.1  26,085 19.9 790  54,612 20.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  20,735 16.5  20,699 15.8 △35  44,502 16.8

営業利益   4,558 3.6  5,385 4.1 826  10,110 3.8

Ⅳ　営業外収益            

１　受取利息  128   199    297   

２　受取配当金  249   375    437   

３　為替差益  460   －    788   

４　持分法による投資利益  251   424    676   

５　その他  226 1,315 1.1 255 1,255 1.0 △60 506 2,706 1.0

Ⅴ　営業外費用            

１　支払利息  50   87    125   

２　為替差損  －   570    －   

３　売上割引  211   130    334   

４　得意先負担金型精算損  35   154    9   

５　その他  65 363 0.3 178 1,121 0.9 758 331 801 0.3

経常利益   5,511 4.4  5,519 4.2 7  12,015 4.5

Ⅵ　特別利益            

１　固定資産売却益 ※２ 5   5    31   

２　その他  － 5 0.0 － 5 0.0 0 1 32 0.0

Ⅶ　特別損失            

１　固定資産売却除却損 ※３ 61   232    261   

２　投資有価証券評価損  119   27    119   

３　過年度特許権使用料  117   －    117   

４　その他  15 312 0.3 － 260 0.2 △52 1,246 1,745 0.6

税金等調整前
中間(当期)純利益

  5,204 4.1  5,264 4.0 60  10,302 3.9

法人税、住民税及び事業税  2,270   2,209    4,155   

法人税等追徴税額等
又は（△）還付税額等

 △167   100    582   

法人税等調整額  △212 1,889 1.5 △100 2,209 1.7 319 △372 4,365 1.6

少数株主利益   74 0.0  67 0.0 △7  207 0.1

中間(当期)純利益   3,239 2.6  2,987 2.3 △252  5,729 2.2
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

 　　 前中間連結会計期間（自  平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）　　　　　　　　　　  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高

　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 52,213 △27 103,012

当中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当　(注)   △697  △697

役員賞与　(注)   △60  △60

中間純利益   3,239  3,239

連結子会社増加に伴う増加額   227  227

連結子会社と非連結子会社の合併に

伴う増加額
  134  134

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  0  0 0

従業員奨励福利基金   △1  △1

株主資本以外の項目の当中間連結会

計期間中の変動額（純額）
     

当中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　　　（百万円）
－ 0 2,842 △0 2,841

平成18年９月30日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 55,055 △27 105,854

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,124 △1,394 2,039 7,769 1,594 112,376

当中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当　(注)      △697

役員賞与　(注)      △60

中間純利益      3,239

連結子会社増加に伴う増加額      227

連結子会社と非連結子会社の合併に

伴う増加額
     134

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      0

従業員奨励福利基金      △1

株主資本以外の項目の当中間連結会

計期間中の変動額（純額）
375 － 537 912 36 948

当中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　　　（百万円）
375 － 537 912 36 3,790

平成18年９月30日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,500 △1,394 2,576 8,682 1,630 116,167

　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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 　　 当中間連結会計期間（自  平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）　　　　　　　　　　  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高

　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 57,344 △29 108,141

当中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当   △1,046  △1,046

中間純利益   2,987  2,987

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  0  0 0

従業員奨励福利基金   △2  △2

株主資本以外の項目の当中間連結会

計期間中の変動額（純額）
     

当中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　　　（百万円）
－ 0 1,939 △0 1,938

平成19年９月30日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 59,283 △30 110,079

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,789 △1,394 4,520 10,914 1,852 120,908

当中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当      △1,046

中間純利益      2,987

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      0

従業員奨励福利基金      △2

株主資本以外の項目の当中間連結会

計期間中の変動額（純額）
△611 － 1,798 1,186 15 1,202

当中間連結会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　　　　（百万円）
△611 － 1,798 1,186 15 3,140

平成19年９月30日残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,177 △1,394 6,318 12,101 1,867 124,049
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 　　 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自  平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 52,213 △27 103,012

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　(注)   △697  △697

剰余金の配当   △697  △697

役員賞与　(注)   △60  △60

当期純利益   5,729  5,729

連結子会社増加に伴う増加額   227  227

連結子会社と非連結子会社の合併に

伴う増加額
  134  134

持分法適用会社の持分比率変動に伴

う増加額
  513  513

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  0  0 0

従業員奨励福利基金   △17  △17

株主資本以外の項目の当連結会計年

度中の変動額（純額）
     

当連結会計年度中の変動額合計

                        （百万円）
－ 0 5,131 △2 5,128

平成19年３月31日　残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
25,920 24,905 57,344 △29 108,141

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,124 △1,394 2,039 7,769 1,594 112,376

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　(注)      △697

剰余金の配当      △697

役員賞与　(注)      △60

当期純利益      5,729

連結子会社増加に伴う増加額      227

連結子会社と非連結子会社の合併に

伴う増加額
     134

持分法適用会社の持分比率変動に伴

う増加額
     513

自己株式の取得      △2

自己株式の処分      0

従業員奨励福利基金      △17

株主資本以外の項目の当連結会計年

度中の変動額（純額）
664 － 2,480 3,145 257 3,402

当連結会計年度中の変動額合計

                        （百万円）
664 － 2,480 3,145 257 8,531

平成19年３月31日　残高

　　　　　　　　　　　　（百万円）
7,789 △1,394 4,520 10,914 1,852 120,908

 　（注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日)

対前中

間期比

前連結会計年度の

要約連結キャッ

シュ・フロー計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円）

増減

（百万円）
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー      

１　税金等調整前中間（当期）純利益  5,204 5,264 60 10,302

２　減価償却費  4,625 4,974 349 9,326

３　退職給付引当金の増加額（△減少額）  △2 14 16 7

４　役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  24 △68 △92 82

５　製品保証引当金の増加額  407 195 △211 903

６　受取利息及び受取配当金  △377 △575 △197 △735

７　支払利息  50 87 36 125

８　持分法による投資利益  △251 △424 △172 △676

９　有形固定資産売却損  3 0 △2 10

10　売上債権の減少額  4,306 4,260 △46 3,503

11　たな卸資産の減少額（△増加額）  △3,272 △2,020 1,251 1,129

12　仕入債務の減少額  △2,428 △4,350 △1,922 △2,307

13　未収消費税等の減少額（△増加額）  △49 － 49 70

14　その他  △400 △114 285 △1,326

小計  7,840 7,243 △596 20,417

15　利息及び配当金の受取額  379 576 196 735

16　利息の支払額  △50 △87 △37 △126

17　法人税等の支払額  △837 △2,934 △2,096 △3,692

18　過年度製品補償費用の支払額  － － － △934

営業活動によるキャッシュ・フロー  7,331 4,798 △2,533 16,398

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー      

１　有形固定資産の取得による支出  △3,961 △5,370 △1,408 △8,573

２　有形固定資産の売却による収入  13 8 △5 100

３　無形固定資産の取得による支出  △2,253 △1,448 804 △3,593

４　貸付金の貸付による支出  △22 △18 4 △47

５　貸付金の回収による収入  20 16 △4 48

６　その他  △250 △204 46 176

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,452 △7,015 △562 △11,887

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー      

１　短期借入金の純増加額 (△純減少額)  79 243 164 △113

２　長期借入金の返済による支出  △6 － 6 △6

３　配当金の支払額  △697 △1,046 △348 △1,395

４　少数株主への配当金の支払額  △80 △167 △86 △81

５　少数株主からの払込みによる収入  59 － △59 59

６　その他  △0 △0 △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー  △646 △970 △323 △1,540

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  370 440 69 1,139

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  603 △2,747 △3,350 4,110

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  33,206 37,507 4,300 33,206

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高  162 － △162 162

Ⅷ　連結子会社と非連結子会社との合併に伴う
現金及び現金同等物の増加額

 26 － △26 26

Ⅸ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

※１ 33,999 34,759 759 37,507
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　　　　28社

主要な連結子会社名

ALPINE ELECTRONICS OF 

AMERICA, INC.

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) 

GmbH

ALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, 

LTD.

DALIAN ALPINE ELECTRONICS 

CO., LTD.

アルパイン・マニュファクチャ

リング㈱

他23社

前連結会計年度において非連結

子会社であったアルパインカス

タマーズサービス㈱は将来の連

結財務諸表に与える影響を考慮

して連結の範囲に含めることと

しました。

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　　　　28社

主要な連結子会社名

ALPINE ELECTRONICS OF 

AMERICA, INC.

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) 

GmbH

ALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, 

LTD.

DALIAN ALPINE ELECTRONICS 

CO., LTD.

アルパイン・マニュファクチャ

リング㈱

他23社

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　　　　28社

主要な連結子会社名

ALPINE ELECTRONICS OF 

AMERICA, INC.

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) 

GmbH

ALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, 

LTD.

DALIAN ALPINE ELECTRONICS 

CO., LTD.

アルパイン・マニュファクチャ

リング㈱

他23社

前連結会計年度において非連結

子会社であったアルパインカス

タマーズサービス㈱は将来の連

結財務諸表に与える影響を考慮

して連結の範囲に含めることと

しました。

(2）非連結子会社は６社であり、い

ずれも総資産額、売上高、中間

純損益（持分相当額）及び利益

剰余金（持分相当額）等の観点

から見ても小規模であり、全体

としても中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないので、

連結の範囲から除外しました。

非連結子会社等のうち主なもの

は、ALPINE ELECTRONICS R&D 

EUROPE GmbHであります。

(2）　　     同左 (2）非連結子会社は６社であり、い

ずれも総資産額、売上高、当期

純損益(持分相当額)及び利益剰

余金(持分相当額)等の観点から

みても小規模であり、全体とし

ても連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないので、連結の

範囲から除外しました。

非連結子会社等のうち主なもの

は、ALPINE ELECTRONICS 

R&D EUROPE GmbHであります。

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数

１社

NEUSOFT GROUP LTD.

２　持分法の適用に関する事項

(1）　　     同左

２　持分法の適用に関する事項

(1）　　     同左

(2）持分法を適用していない非連結

子会社６社及び上記１社を除く

関連会社８社に対する投資につ

いては、いずれも中間純損益

（持分相当額）並びに利益剰余

金（持分相当額）等に重要な影

響を及ぼしていないので原価法

により評価しております。非連

結子会社等のうち主なものは、

ALPINE ELECTRONICS R&D 

EUROPE GmbHであります。

(2）持分法を適用していない非連結

子会社６社及び上記１社を除く

関連会社７社に対する投資につ

いては、いずれも中間純損益

（持分相当額）並びに利益剰余

金（持分相当額）等に重要な影

響を及ぼしていないので原価法

により評価しております。非連

結子会社等のうち主なものは、

ALPINE ELECTRONICS R&D 

EUROPE GmbHであります。

(2）持分法を適用していない非連結

子会社６社及び上記１社を除く

関連会社７社に対する投資につ

いては、いずれも当期純損益

（持分相当額）並びに利益剰余

金（持分相当額）等に重要な影

響を及ぼしていないので原価法

により評価しております。非連

結子会社等のうち主なものは、

ALPINE ELECTRONICS R&D 

EUROPE GmbHであります。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３　連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

連結子会社のうち、ALCOM 

AUTOMOTIVE, INC.、ALCOM 

ELECTRONICOS DE MEXICO, S.A. 

DE C.V.、ALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, LTD.、

ALPINE ELECTRONICS (CHINA) 

CO., LTD.、DANDONG ALPINE 

ELECTRONICS, INC.、DALIAN 

ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、

TAICANG ALPINE ELECTRONICS 

CO., LTD.、ALPINE TECHNOLOGY 

MANUFACTURING (THAILAND) CO., 

LTD.の中間決算日は６月30日であ

ります。中間連結財務諸表の作成

に当たっては、６月30日現在の中

間決算財務諸表を採用しておりま

すが、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の中間決算日等に関す

る事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関する

事項

連結子会社のうち、ALCOM 

AUTOMOTIVE, INC.、ALCOM 

ELECTRONICOS DE MEXICO, S.A. 

DE C.V.、ALPINE ELECTRONICS 

MANUFACTURING OF EUROPE, LTD.、

ALPINE ELECTRONICS (CHINA) 

CO., LTD.、DANDONG ALPINE 

ELECTRONICS, INC.、DALIAN 

ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、

TAICANG ALPINE ELECTRONICS 

CO., LTD.、ALPINE TECHNOLOGY 

MANUFACTURING (THAILAND) CO., 

LTD.の決算日は12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成に当たっ

ては、12月31日現在の決算財務諸

表を採用しておりますが、連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を

行っております。

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。）

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。)

時価のないもの

…主として移動平均法によ

る原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

当社、国内連結子会社及び欧

米以外の在外連結子会社は、

主として総平均法による原価

法を、また、欧米の連結子会

社は主として移動平均法によ

る低価法を採用しております。

②　たな卸資産

同左

②　たな卸資産

同左

③　デリバティブ

…時価法

③　デリバティブ

同左

③　デリバティブ

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定

率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法

を採用しております。なお、

耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっており

ます。

在外連結子会社は、主として

当該国の会計基準に規定する

耐用年数に基づく定額法を採

用しております。また、当社

は金型について、会社所定の

耐用年数（法定耐用年数の

50％）及び残存価額を適用し

ております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

同左

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

主として法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。ただし、ソフトウェ

ア（自社利用）については、

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採

用しております。

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

主として法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。ただし、ソフトウェ

ア(自社利用)については、社

内における利用可能期間(３

～５年)に基づく定額法を採

用しております。

②　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、また、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備え

て、主として将来の支給見込

額の当中間連結会計期間負担

額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備え

て、主として将来の支給見込

額を計上しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。なお、過去勤

務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１年）

による按分額を費用処理して

おります。数理計算上の差異

については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（16年）による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。

③　退職給付引当金

同左

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。なお、過去勤務債

務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１年）によ

る按分額を費用処理しており

ます。数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（16年）による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。

④　役員賞与引当金

役員の賞与金の支払いに備え

て、当社は、当連結会計年度

における支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上し

ております。

（会計方針の変更）

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号平

成17年11月29日）を適用して

おります。

これにより販売費及び一般管

理費が31百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益がそれぞれ同

額減少しております。

なお、セグメント情報に与え

る影響は、（セグメント情

報）に記載しております。

④　役員賞与引当金

同左

―――――

④　役員賞与引当金

役員の賞与金の支払いに備え

て、当社は、当連結会計年度

における支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上してお

ります。

（会計方針の変更) 

当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。これにより販売費及び一

般管理費が62百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。

なお、セグメント情報に与え

る影響は、（セグメント情

報）に記載しております。

⑤　役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

⑤　役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上

しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

⑥　製品保証引当金

当社及び主として米州・欧

州・豪州地域の連結子会社は、

製品のアフターサービスによ

る支払いに備えるため、主と

して過去の実績を基準として

製品保証引当金を計上してお

ります。

⑥　製品保証引当金

同左

⑥　製品保証引当金

同左

⑦　施設利用解約引当金

当社は、保養施設利用契約の

中途解約により発生する損失

に備えるため、損失見積額を

引当計上しておりましたが、

当中間連結会計期間に保養施

設利用契約を中途解約したた

め、当中間連結会計期間に当

該引当金を全額取り崩してお

ります。

⑦　　  ――――― ⑦　施設利用解約引当金

当社は、保養施設利用契約の

中途解約により発生する損失

に備えるため、損失見積額を

引当計上しておりましたが、

当連結会計年度に保養施設利

用契約を中途解約したため、

当連結会計年度に当該引当金

を全額取り崩しております。

(4）中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

(4）中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

(4）連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の作

成に当たって採用した重要な外

貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めております。

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、主として通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっており

ます。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

…ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予

約取引）

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

…ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

…ヘッジ手段

同左

…ヘッジ対象

相場変動等による損失の可

能性があり、相場変動等が

評価に反映されてない債

権・債務及びキャッシュ・

フローが固定され、変動リ

スクが回避される債権・債

務（外貨建予定取引を含み

ます。）

…ヘッジ対象

同左

…ヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

当社の通常業務を遂行する上

で為替リスクによる当社収益

への影響を軽減する目的で、

デリバティブ取引を使用して

おり、投機目的のデリバティ

ブ取引は行っておりません。

為替予約取引では、実需原則

に基づき為替予約取引を使用

しており、キャッシュ・フ

ローを確定させることを目的

にヘッジ取引を行っておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引は、為替の変動

の累計を比率分析する方法に

よっております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用して

おります。

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

(7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

②　中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額の計

算

租税特別措置法上の特別償却

準備金を取崩したものとみな

しております。

②　中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額の計

算

同左

②　　  ―――――

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲は、手許現

金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な

投資であります。

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲は、手許現金、

要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資で

あります。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、114,536百万円でありま

す。

　なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、119,056百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

（中間連結損益計算書）

　　前中間連結会計期間において特別利益の「その他」に

含めて表示しておりました固定資産売却益は、当中間連

結会計期間において重要性が増したため区分掲記するこ

ととしました。

　  なお、前中間連結会計期間において特別利益の「その

他」に含まれている固定資産売却益は12百万円でありま

す。

―――――

―――――

　

　  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　　当中間連結会計期間より営業活動によるキャッシュ・

フローの「未収消費税等の減少額（△増加額）」（△34

百万円）は、重要性を考慮し、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

※１　コミットメントライン

当社グループは、流動性を確保し、運

転資金の効率的な調達を行うため金融

機関５社と貸出コミットメント契約を

締結しております。

当中間連結会計期間末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。

※１　コミットメントライン

当社グループは、流動性を確保し、運

転資金の効率的な調達を行うため金融

機関５社と貸出コミットメント契約を

締結しております。

当中間連結会計期間末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。

※１　コミットメントライン

当社グループは、流動性を確保し、運

転資金の効率的な調達を行うため金融

機関５社と貸出コミットメント契約を

締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミットメント

の総額
11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

貸出コミットメント

の総額
  11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

貸出コミットメント

の総額
11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

※２　中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。

受取手形　　　　　　　　 400百万円

支払手形　　　　　　　　  31百万円

※２　中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。

受取手形　　　　　       373百万円

支払手形　　　　　　　　  36百万円

※２　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当連結会

計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手

形が連結会計年度末残高に含まれてお

ります。

受取手形　　　　　　　　 202百万円

支払手形　　　　　　　　  34百万円

　 ３　　        ――――― 　３　偶発債務

当社グループの非連結子会社である

ALPINE DO BRASIL LTDA.（ALPINE 

ELECTRONICS OF AMERICA, INC.が100％

の株式を所有）は、ブラジル貿易当局

（Foreign Trade Secretary）に登録の

上、工業化制度による優遇税制を適用

しておりましたが、税務当局から、「工

業化の要件を満たしておらず優遇税制

の適用は認められないため、355百万円

（6.4百万レアル、その内訳は工業製品

税2百万レアル、輸入税1.4百万レアル、

罰金2.5百万レアル、金利0.5百万レア

ル）追徴する」旨の報告を受けたため、

2003年5月に行政第一審にあたるThe 

Federal Revenue Judgement Officesに

異議申立て手続きを行いました。2006

年11月に行政第一審から、520百万円

（9.4百万レアル、その内訳は工業製品

税2百万レアル、輸入税1.4百万レアル、

罰金2.5百万レアル、金利3.5百万レア

ル）を支払え」とする旨のALPINE DO 

BRASIL LTDA.敗訴の決定が出ましたが、

ALPINE DO BRASIL LTDA.はこの決定を

不服として2006年12月に行政第二審で

あるTax Payers' Councilに上訴（審査

請求）いたしました。

　３　偶発債務

同左
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費は一括掲記して

おります。

主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

※１　販売費及び一般管理費は一括掲記して

おります。

主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

※１　販売費及び一般管理費は一括掲記して

おります。

主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

製品保証引当金

繰入額
   770百万円

従業員給料手当 4,448

賞与引当金繰入額 472

役員賞与引当金繰入額 31

退職給付費用 135

貸倒引当金繰入額 108

支払手数料 2,072

役員退職慰労引当金繰

入額
57

製品保証引当金

繰入額
  371百万円

従業員給料手当 4,884

賞与引当金繰入額 432

役員賞与引当金繰入額 29

退職給付費用 115

貸倒引当金繰入額 28

支払手数料 2,586

役員退職慰労引当金繰

入額
54

製品保証引当金

繰入額
1,413百万円

従業員給料手当 9,255

賞与引当金繰入額 407

役員賞与引当金繰入額 62

退職給付費用 308

役員退職慰労引当金繰

入額
116

貸倒引当金繰入額 141

支払手数料 5,444

 

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

 

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

 

 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

機械装置及び運搬具   5百万円

工具器具備品

及び金型
0

合計 5

機械装置及び運搬具    4百万円

工具器具備品

及び金型
1

土地 0

合計 5

機械装置及び運搬具  25百万円

工具器具備品

及び金型
5

合計 31

 

 ※３ 固定資産売却及び除却損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

 

 ※３ 固定資産売却及び除却損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

 

 ※３ 固定資産売却及び除却損の内訳は次の

とおりであります。

固定資産売却損

機械装置及び運搬具   2百万円

工具器具備品

及び金型
0

合計 3

機械装置及び運搬具    0百万円

工具器具備品

及び金型
0

合計 0

機械装置及び運搬具  8百万円

工具器具備品

及び金型
2

合計 10

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具 8

工具器具備品

及び金型
42

無形固定資産 0

合計 58

建物及び構築物  43百万円

機械装置及び運搬具 29

工具器具備品

及び金型
27

無形固定資産 132

合計 232

建物及び構築物  13百万円

機械装置及び運搬具 12

工具器具備品

及び金型
223

無形固定資産 0

合計 251
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間　（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 69,784,501 ─ ─ 69,784,501

合計 69,784,501 ─ ─ 69,784,501

自己株式

普通株式（注） 18,455 474 90 18,839

合計 18,455 474 90 18,839

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加474株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。また、減少90株は、

単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。

  ２．新株予約権に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

  ３．配当に関する事項

　　（1）配当金支払額
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 697 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日

　　（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの  

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月７日

取締役会
普通株式 697 利益剰余金 10 平成18年９月30日 平成18年12月８日
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当中間連結会計期間　（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式

普通株式 69,784,501 ─ ─ 69,784,501

合計 69,784,501 ─ ─ 69,784,501

自己株式

普通株式（注） 19,836 452 90 20,198

合計 19,836 452 90 20,198

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加452株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。また、減少90株は、

単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。

  ２．新株予約権に関する事項

 　　　　該当事項はありません。

  ３．配当に関する事項

　　（1）配当金支払額
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,046 15 平成19年３月31日 平成19年６月27日

　　（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの  

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月７日

取締役会
普通株式 697 利益剰余金 10 平成19年９月30日 平成19年12月７日

アルパイン㈱ (6816) 平成 20 年３月期中間決算短信

－ 28 －



前連結会計年度　（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
 

前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 69,784,501 － － 69,784,501

合計 69,784,501 － － 69,784,501

自己株式

普通株式（注） 18,455 1,471 90 19,836

合計 18,455 1,471 90 19,836

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,471株は、単元未満株式の買取による増加であります。また、減少90株は、

単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　 (1）配当金支払額
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 697 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月７日

取締役会
普通株式 697 10 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,046 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係は次のとおりであります。

現金及び預金勘定     34,222百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△222

現金及び現金同等物 33,999

現金及び預金勘定    34,775百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△15

現金及び現金同等物 34,759

現金及び預金勘定   37,553百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△46

現金及び現金同等物 37,507

（開示の省略）

リース取引、有価証券、デリバティブ取引に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が

大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
音響機器事業
（百万円）

情報・通信
機器事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 62,906 63,116 126,022 ─ 126,022

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
381 183 565 (565) ─ 

計 63,287 63,299 126,587 (565) 126,022

営業費用 58,457 59,426 117,883 3,579 121,463

営業利益 4,830 3,873 8,703 (4,144) 4,558

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
音響機器事業
（百万円）

情報・通信
機器事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 63,167 67,700 130,867 ─ 130,867

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
317 212 529 (529) ─ 

計 63,484 67,912 131,397 (529) 130,867

営業費用 59,548 62,082 121,631 3,850 125,482

営業利益 3,935 5,830 9,766 (4,380) 5,385

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
音響機器事業
（百万円）

情報・通信
機器事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 129,337 135,717 265,054 ─ 265,054

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
753 391 1,145 (1,145) ─

計 130,090 136,108 266,199 (1,145) 265,054

営業費用 120,129 127,252 247,381 7,562 254,944

営業利益 9,961 8,856 18,818 (8,708) 10,110

(注)  １　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主な製品

(1）音響機器事業…………カーオーディオ、その他付属品

(2）情報・通信機器事業…カーコミュニケーション、カー電装品、及び映像用のユニット部品等

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門及び開発部門の一部に係

る費用であります。

前中間連結会計期間 4,144百万円

当中間連結会計期間 4,380百万円

前連結会計年度 8,708百万円

４　会計方針の変更（前中間連結会計期間）

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ

て、「消去又は全社」の営業費用は31百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

５　会計方針の変更（前連結会計年度）

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、

「消去又は全社」の営業費用は62百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 23,390 47,026 49,444 5,409 750 126,022 ― 126,022

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
77,938 879 16,040 23,671 1 118,531 (118,531) ―

計 101,329 47,906 65,485 29,081 751 244,554 (118,531) 126,022

営業費用 95,990 46,638 64,249 27,557 726 235,163 (113,700) 121,463

営業利益 5,338 1,267 1,235 1,523 25 9,390 (4,831) 4,558

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 21,071 48,361 51,175 9,458 801 130,867 ─ 130,867

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
79,920 959 18,631 24,066 0 123,578 (123,578) ─ 

計 100,992 49,320 69,806 33,525 801 254,446 (123,578) 130,867

営業費用 94,434 47,790 69,048 32,136 752 244,162 (118,680) 125,482

営業利益 6,557 1,530 757 1,388 49 10,283 (4,898) 5,385

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
ヨーロッパ
(百万円)

アジア
(百万円)

その他 
の地域 
(百万円)

計
(百万円)

消去又
は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する売上高 47,777 99,330 103,519 12,962 1,464 265,054 ─ 265,054

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
154,896 1,759 31,704 46,575 1 234,937 (234,937) ─

計 202,674 101,089 135,224 59,538 1,466 499,992 (234,937) 265,054

営業費用 190,821 97,726 134,051 56,603 1,430 480,632 (225,687) 254,944

営業利益 11,852 3,363 1,173 2,934 35 19,360 (9,250) 10,110

(注)  １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）北米……………アメリカ合衆国、カナダ

(2）ヨーロッパ……ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペイン

(3）アジア…………シンガポール、中国、タイ

(4）その他の地域…オーストラリア

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門及び開発部門の一部に係

る費用であります。

前中間連結会計期間 4,144百万円

当中間連結会計期間 4,380百万円

前連結会計年度 8,708百万円

４　会計方針の変更（前中間連結会計期間）

　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ

て、「日本」の営業費用は31百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

５　会計方針の変更（前連結会計年度）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（3）④に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日

本」の営業費用は62百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 46,568 49,474 12,061 108,104

Ⅱ　連結売上高    126,022

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
37.0 39.3 9.6 85.8

当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 47,771 51,184 13,912 1,428 114,296

Ⅱ　連結売上高     130,867

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
36.5 39.1 10.6 1.1 87.3

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 98,249 103,574 26,555 228,379

Ⅱ　連結売上高    265,054

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
37.1 39.1 10.0 86.2

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）北米……………アメリカ合衆国、カナダ

(2）ヨーロッパ……ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペイン、スウェーデン

(3）アジア…………中国、タイ

(4）その他の地域…オーストラリア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４　記載対象売上高の変更

「アジア」は前中間連結会計期間及び前連結会計年度において「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間に

おいて連結売上高に占める海外売上高の割合が10％を超えたため、区分掲記しました。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年

度において当中間連結会計期間の地域別区分によった場合の海外売上高は次のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 46,568 49,474 10,809 1,251 108,104

Ⅱ　連結売上高     126,022

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
37.0 39.3 8.6 1.0 85.8

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 98,249 103,574 23,703 2,852 228,379

Ⅱ　連結売上高     265,054

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
37.1 39.1 8.9 1.1 86.2
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額  1,641円74銭

１株当たり中間純利益   46円44銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額  1,751円35銭

１株当たり中間純利益    42円83銭

同左

１株当たり純資産額 1,706円54銭

１株当たり当期純利益 82円12銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりです。

 　１．１株当たり純資産額  

項目
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計

額（百万円）
116,167 124,049 120,908

普通株式に係る純資産額（百万円） 114,536 122,181 119,056

差額の主な内訳（百万円）    

　少数株主持分 1,630 1,867 1,852

１株当たり純資産の算定に用いられた普

通株式の数（千株）
69,765 69,764 69,765

 　２．１株当たり中間（当期）純利益  

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

１．普通株式に係る中間（当期）

純利益
   

(1）中間連結損益計算書

上の中間(当期)純利

益

（百万円） 3,239 2,987 5,729

(2）普通株主に帰属しな

い金額
（百万円） ― ― ―

差し引き普通株式に係る

中間（当期）

純利益

（百万円） 3,239 2,987 5,729

２．普通株式の期中平均株

式数
（千株） 69,765 69,764 69,765
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５．生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称

平成18年９月中間期
（自 18年４月１日
至 18年９月30日）

生産高

平成19年９月中間期
（自 19年４月１日
至 19年９月30日）

生産高

前年同期比
（％）

平成19年３月期
（自 18年４月１日
至 19年３月31日）

生産高

音響機器事業 56,083 59,600 6.3 113,777

情報・通信機器事業 55,081 56,007 1.7 109,028

合計 111,164 115,607  4.0 222,805

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

①　受注高 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称

平成18年９月中間期
（自 18年４月１日
至 18年９月30日）

受注高

平成19年９月中間期
（自 19年４月１日
至 19年９月30日）

受注高

前年同期比
（％）

平成19年３月期
（自 18年４月１日
至 19年３月31日）

受注高

音響機器事業 60,445 60,789 0.6 129,336

情報・通信機器事業 59,903 67,750 13.1 133,308

合計 120,349 128,540 6.8 262,644

②　受注残高 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称
平成18年９月中間期
（18年９月30日現在）

受注残高

平成19年９月中間期
（19年９月30日現在）

受注残高

前年同期比
（％）

平成19年３月期
（19年３月31日現在）

受注残高

音響機器事業 13,508 13,590 0.6 15,968

情報・通信機器事業 14,539 15,392 5.9 15,342

合計 28,048 28,983 3.3 31,311

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称

平成18年９月中間期
（自 18年４月１日
至 18年９月30日）

販売高

平成19年９月中間期
（自 19年４月１日
至 19年９月30日）

販売高

前年同期比
（％）

平成19年３月期
（自 18年４月１日
至 19年３月31日）

販売高

音響機器事業 62,906 63,167 0.4 129,337

情報・通信機器事業 63,116 67,700 7.3 135,717

合計 126,022 130,867 3.8 265,054

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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６．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１　現金及び預金   15,116   13,640   13,742  △101

２　受取手形 ※５  27   5   11  △5

３　売掛金   32,896   31,828   33,382  △1,553

４　たな卸資産   7,129   6,765   7,600  △834

５　未収金 ※２  5,780   4,685   5,804  △1,118

６　その他   3,564   3,925   4,223  △298

貸倒引当金   △3   △2   △2  △0

流動資産合計   64,510 50.2  60,849 48.1  64,761 49.3 △3,911

Ⅱ　固定資産            

１　有形固定資産 ※１           

(1）建物   3,640   3,432   3,610  △177

(2）土地   3,370   3,370   3,370  －

(3）その他   4,846   5,674   5,029  644

有形固定資産合計   11,857 9.2  12,477 9.8  12,010 9.2 466

２　無形固定資産   5,721 4.5  6,176 4.9  6,024 4.6 151

３　投資その他の資産            

(1）投資有価証券   16,905   15,956   17,392  △1,435

(2）関係会社株式   13,586   13,939   13,939  －

(3）関係会社出資金   12,662   13,983   13,983  －

(4）その他   3,279   3,212   3,198  14

貸倒引当金   △18   △19   △18  △1

投資その他の資産
合計

  46,416 36.1  47,072 37.2  48,495 36.9 △1,422

固定資産合計   63,995 49.8  65,726 51.9  66,530 50.7 △803

資産合計   128,506 100.0  126,576 100.0  131,292 100.0 △4,715
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
対前期比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１　買掛金   22,904   19,057   22,938  △3,880

２　未払法人税等   667   542   496  46

３　未払費用   6,391   7,040   7,690  △649

４　賞与引当金   1,071   1,104   1,071  33

５　役員賞与引当金   31   29   62  △32

６　製品保証引当金   455   779   804  △25

７　その他   1,710   2,154   1,908  245

流動負債合計   33,232 25.9  30,709 24.3  34,972 26.7 △4,263

Ⅱ　固定負債            

１  繰延税金負債   2,011   2,071   2,478  △406

２　退職給付引当金   157   150   147  2

３　役員退職慰労引当金   589   579   641  △62

４　その他   331   －   332  △332

固定負債合計   3,089 2.4  2,800 2.2  3,600 2.7 △799

負債合計   36,322 28.3  33,510 26.5  38,573 29.4 △5,063

            

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本         

１　資本金  25,920 20.2 25,920 20.4 25,920 19.7 －

２　資本剰余金  

(1）資本準備金  24,905 24,905 24,905

(2）その他資本剰余金  0 0 0

資本剰余金合計  24,905 19.4 24,905 19.7 24,905 19.0 0

３　利益剰余金  

(1）利益準備金  883 883 883

(2）その他利益剰余金     

配当平均積立金  1,650 1,750 1,650

買換資産圧縮
積立金

 70 65 70

特別償却準備金  13 － 13

別途積立金  29,650 30,950 29,650

繰越利益剰余金  3,012  3,072  3,260  

利益剰余金合計  35,279 27.4 36,721 29.0 35,527 27.0 1,193

４　自己株式  △27 △0.0 △30 △0.0 △29 △0.0 △0

株主資本合計  86,078 67.0 87,517 69.1 86,324 65.7 1,193

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価
差額金

  7,500   6,943   7,789  △845

２　土地再評価差額金   △1,394   △1,394   △1,394  －

評価・換算差額等合計  6,105 4.7 5,549 4.4 6,394 4.9 △845

純資産合計  92,184 71.7 93,066 73.5 92,719 70.6 347

負債純資産合計  128,506 100.0 126,576 100.0 131,292 100.0 △4,715
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   97,186 100.0  97,277 100.0 90  195,056 100.0

Ⅱ　売上原価   88,119 90.7  87,322 89.8 △797  175,370 89.9

売上総利益   9,066 9.3  9,955 10.2 888  19,685 10.1

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  8,174 8.4  7,766 7.9 △408  17,193 8.8

営業利益   892 0.9  2,188 2.3 1,296  2,492 1.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  2,498 2.6  1,857 1.9 △640  3,212 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  77 0.1  870 0.9 792  121 0.0

経常利益   3,312 3.4  3,176 3.3 △135  5,583 2.9

Ⅵ　特別利益   10 0.0  1 0.0 △8  14 0.0

Ⅶ　特別損失   434 0.4  91 0.1 △343  1,840 1.0

税引前中間
(当期)純利益

  2,887 3.0  3,087 3.2 199  3,757 1.9

法人税、住民税
及び事業税

 743   617    768   

法人税等追徴
税額等又は
還付税額等(△)

 △167   100    △54   

法人税等調整額  56 631 0.7 128 846 0.9 215 △158 555 0.3

中間(当期)
純利益

  2,256 2.3  2,240 2.3 △15  3,201 1.6
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　

株主資本

資本金 

 資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余金

利益

剰余金

合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 25,920 24,905 － 24,905 883 32,897 33,781 △27 84,580

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 (注)      △697 △697  △697

役員賞与 (注)      △60 △60  △60

中間純利益      2,256 2,256  2,256

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分   0 0    0 0

株主資本以外の項目の当中間

 会計期間中の変動額 (純額)
         

中間会計期間中の変動額合計

                     (百万円)
－ － 0 0 － 1,498 1,498 △0 1,497

平成18年９月30日残高 (百万円) 25,920 24,905 0 24,905 883 34,396 35,279 △27 86,078

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 7,124 △1,394 5,730 90,310

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 (注)    △697

役員賞与 (注)    △60

中間純利益    2,256

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の当中間

 会計期間中の変動額(純額)
375 － 375 375

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) 375 － 375 1,873

平成18年９月30日残高 (百万円) 7,500 △1,394 6,105 92,184

    (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 
    注  その他利益剰余金の内訳

 
配当平均

積立金

買換資産

圧縮積立金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

その他利益

剰余金合計

 平成18年３月31日残高 (百万円) 1,550 76 26 28,350 2,895 32,897

 中間会計期間中の変動額       

  剰余金の配当 (注)     △697 △697

  役員賞与 (注)     △60 △60

  配当平均積立金の積立 (注) 100    △100 －

  買換資産圧縮積立金の取崩 (注)  △5   5 －

  特別償却準備金の取崩 (注)   △13  13 －

  別途積立金の積立 (注)    1,300 △1,300 －

  中間純利益     2,256 2,256

 中間会計期間中の変動額合計 (百万円) 100 △5 △13 1,300 117 1,498

 平成18年９月30日残高 (百万円) 1,650 70 13 29,650 3,012 34,396

    (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　

株主資本

資本金 

 資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余金

利益

剰余金

合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 25,920 24,905 0 24,905 883 34,643 35,527 △29 86,324

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当      △1,046 △1,046  △1,046

中間純利益      2,240 2,240  2,240

自己株式の取得        △0 △0

自己株式の処分   0 0    0 0

株主資本以外の項目の当中間

 会計期間中の変動額 (純額)
         

中間会計期間中の変動額合計

                     (百万円)
― ― 0 0 ― 1,193 1,193 △0 1,193

平成19年９月30日残高 (百万円) 25,920 24,905 0 24,905 883 35,837 36,721 △30 87,517

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 7,789 △1,394 6,394 92,719

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当    △1,046

中間純利益    2,240

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の当中間

 会計期間中の変動額(純額)
△845 ― △845 △845

中間会計期間中の変動額合計 (百万円) △845 ― △845 347

平成19年９月30日残高 (百万円) 6,943 △1,394 5,549 93,066

 

 
    注  その他利益剰余金の内訳

 
配当平均

積立金

買換資産

圧縮積立金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

その他利益

剰余金合計

 平成19年３月31日残高 (百万円) 1,650 70 13 29,650 3,260 34,643

 中間会計期間中の変動額       

  剰余金の配当     △1,046 △1,046

  配当平均積立金の積立 100    △100 ― 

  買換資産圧縮積立金の取崩  △5   5 ― 

  特別償却準備金の取崩   △13  13 ― 

  別途積立金の積立    1,300 △1,300 ― 

  中間純利益     2,240 2,240

 中間会計期間中の変動額合計 (百万円) 100 △5 △13 1,300 △187 1,193

 平成19年９月30日残高 (百万円) 1,750 65 ― 30,950 3,072 35,837
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　　　　　　　　　　　　　

株主資本

資本金 

 資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余金

利益

剰余金

合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 25,920 24,905 ― 24,905 883 32,897 33,781 △27 84,580

事業年度中の変動額

剰余金の配当 (注)      △697 △697  △697

剰余金の配当      △697 △697  △697

役員賞与 (注)      △60 △60  △60

当期純利益      3,201 3,201  3,201

自己株式の取得        △2 △2

自己株式の処分   0 0    0 0

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額 (純額)
         

事業年度中の変動額合計

                     (百万円)
― ― 0 0 ― 1,746 1,746 △2 1,743

平成19年３月31日残高 (百万円) 25,920 24,905 0 24,905 883 34,643 35,527 △29 86,324

 
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 7,124 △1,394 5,730 90,310

事業年度中の変動額

剰余金の配当 (注)    △697

剰余金の配当    △697

役員賞与 (注)    △60

当期純利益    3,201

自己株式の取得    △2

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額 (純額) 664 ― 664 664

事業年度中の変動額合計 (百万円) 664 ― 664 2,408

平成19年３月31日残高 (百万円) 7,789 △1,394 6,394 92,719

    (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 
    注  その他利益剰余金の内訳

 
配当平均

積立金

買換資産

圧縮積立金

特別償却

準備金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

その他利益

剰余金合計

 平成18年３月31日残高 (百万円) 1,550 76 26 28,350 2,895 32,897

 事業年度中の変動額       

  剰余金の配当 (注)     △697 △697

  剰余金の配当     △697 △697

  役員賞与 (注)     △60 △60

  配当平均積立金の積立 (注) 100    △100 ―

  買換資産圧縮積立金の取崩 (注)  △5   5 ―

  特別償却準備金の取崩 (注)   △13  13 ―

  別途積立金の積立 (注)    1,300 △1,300 ―

  当期純利益     3,201 3,201

 事業年度中の変動額合計 (百万円) 100 △5 △13 1,300 364 1,746

 平成19年３月31日残高 (百万円) 1,650 70 13 29,650 3,260 34,643

    (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 ①　子会社株式及び関連会社

　   株式

  移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 ①　子会社株式及び関連会社

　   株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

 ①　子会社株式及び関連会社

     株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　中間決算日の市場価格等に

　　　　　基づく時価法（評価差額は

　　　　　全部純資産直入法により処

　　　　　理し、売却原価は移動平均法

により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの

              同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

期末決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

①　製品・原材料・仕掛品

 　　　　  総平均法による原価法を

　　　　　 採用しております。

(2）たな卸資産

①　製品・原材料・仕掛品

同左

(2）たな卸資産

①　製品・原材料・仕掛品

同左

②　貯蔵品

   最終仕入原価法による原

 価法を採用しております。

②　貯蔵品

同左

②　貯蔵品

同左

(3）デリバティブ

    時価法

(3）デリバティブ

同左

(3）デリバティブ

同左 

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

   定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。ま

た、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。なお、金型につい

ては、会社所定の耐用年数

（法定耐用年数の50％）及び

残存価額を適用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

  定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社

利用）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しており

ます。　

(2）無形固定資産

  定額法を採用しております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社

利用）については、社内にお

ける利用可能期間（３年～５

年）に基づく定額法を採用し

ております。　　

(2）無形固定資産

       同左
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前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

  従業員の賞与の支払いに備え

て、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計

上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

  従業員の賞与の支払いに備え

て、将来の支給見込額のうち

当事業年度の負担額を計上し

ております。

(3)役員賞与引当金

       役員の賞与金の支払いに備えて、

当事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上して

おります。

   (会計方針の変更)

当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計

基準第４号　平成17年11月29日)

を適用しております。これによ

り、販売費及び一般管理費が31

百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ同額減少しております。

(3)役員賞与引当金

       役員の賞与金の支払いに備えて、

当事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上して

おります。

 (3)役員賞与引当金

　役員の賞与金の支払に備えて、

当事業年度における支給見込額の

当事業年度負担額を計上しており

ます。

(会計方針の変更)

当事業年度より「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準

第４号 平成17年11月29日)を適

用しております。これにより、

販売費及び一般管理費が62百万

円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。

(4）製品保証引当金

  製品のアフターサービスによ

る支払いに備えるため、過去

の実績を基準として計上して

おります。

(4）製品保証引当金

製品のアフターサービスによ

る支払に備えるため、過去の

実績と個別見積り額に基づき

製品保証引当金を計上してお

ります。

 (追加情報) 

製品のアフターサービスによ

る支払に備えるため、個別見

積り額を前事業年度の下半期

より製品保証引当金として計

上しております。

(4）製品保証引当金

製品のアフターサービスによ

る支払に備えるため、過去の

実績と個別見積り額に基づき

製品保証引当金を計上してお

ります。

 (追加情報) 

製品のアフターサービスによ

る支払に備えるため、個別見

積り額を新たに製品保証引当

金として計上しております。
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前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

(5）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。なお、過去勤務債務に

ついては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１年）による按

分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（16年）によ

る按分額をそれぞれ発生の翌

事業年度より費用処理してお

ります。

(5）退職給付引当金

同左

(5）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年

数（１年）による按分額を費

用処理しております。数理計

算上の差異については、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（16年）による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。

(6）役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を計上

しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

(6）役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

  (7）施設利用解約引当金

保養施設利用契約の中途解約

により発生する損失に備える

ため、損失見積額を引当計上

しておりましたが、当中間会

計期間に保養施設利用契約を

中途解約したため、当中間会

計期間に当該引当金を全額取

り崩しております。

  (7）       ―――――   (7）施設利用解約引当金

保養施設利用契約の中途解約

により発生する損失に備える

ため、損失見積額を引当計上

しておりましたが、当事業年

度に保護施設利用契約を中途

解約したため、当事業年度に

当該引当金を全額取り崩して

おります。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

同左

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。

５　リース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主

    に移転すると認められるも

    の以外のファイナンス・リ

    ース取引については、通常

    の賃貸借取引に係る方法に

    準じた会計処理によってお

    ります。

５　リース取引の処理方法

同左 

５　リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっており

ます。

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

        同左

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　　　　同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

  デリバティブ取引（為替予約

取引）

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　　　　同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　　　　同左

・ヘッジ対象

  相場変動等による損失の可能

性があり、相場変動等が評価

に反映されていない債権・債

務及びキャッシュ・フローが

固定され、変動リスクが回避

される債権・債務（外貨建予

定取引を含みます。）

・ヘッジ対象

               同左

・ヘッジ対象

               同左

(3）ヘッジ方針

  当社の通常業務を遂行する上

で為替リスクによる当社収益

への影響を軽減する目的で、

デリバティブ取引を使用して

おり、投機目的のデリバティ

ブ取引は行っておりません。

為替予約取引では、実需原則

に基づき為替予約を使用して

おり、キャッシュ・フローを

確定させることを目的にヘッ

ジ取引を行っております。

(3）ヘッジ方針

　　　　同左

(3）ヘッジ方針

　　　　同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  為替予約取引は、為替の変動

の累計を比率分析する方法に

よっております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　　　同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　　　　同左

７　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会

  計処理は、税抜方式を採用

  しております。

７　その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

               同左

７　その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

               同左

(2）中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額の計算

租税特別措置法上の特別償却

準備金を取崩したものとみな

しております。

(2）中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額の計算

      同左

(2）　　 ――――――
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、92,184百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準)

  当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日) 

及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準適用指針第８号 平成17年12月

９日) を適用しております。

  これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、92,719百万円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

41,230百万円       43,852百万円             42,459百万円

※２　消費税等に係る会計処理

仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の「未収金」に含めて

表示しております。

※２　消費税等に係る会計処理

同左

※２　           ―――――

 

　３　偶発債務

経営指導念書

　３　偶発債務

経営指導念書

　３　偶発債務

経営指導念書

保証先 内容 金額

アルパイン・
エレクトロニ
クスマニュ
ファクチャリ
ング・オブ・
ヨーロッパ・
LTD.

政府補助
金保証

263百万円
(HUF 480百万)

借入金
保証

 3百万円
(HUF   5百万)

合計  266百万円

保証先 内容 金額

アルパイン・
エレクトロニ
クスマニュ
ファクチャリ
ング・オブ・
ヨーロッパ・
LTD.

政府補助
金保証

   195百万円
(HUF 300百万)

合計    195百万円

保証先 内容 金額

アルパイン・
エレクトロニ
クスマニュ
ファクチャリ
ング・オブ・
ヨーロッパ・
LTD.

政府補助
金保証

 190百万円
(HUF 300百万)

合計 ─ 190百万円

　４　コミットメントライン

流動性を確保し、運転資金の効率的な

調達を行うため金融機関5社と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。

当中間会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は次の

とおりであります。

　４　コミットメントライン

流動性を確保し、運転資金の効率的な

調達を行うため金融機関5社と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。

当中間会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は次の

とおりであります。

　４　コミットメントライン

当社は、流動性を確保し、運転資金の

効率的な調達を行うため金融機関５社

と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

当事業年度末における貸出コミットメ

ントに係る借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミットメントの

総額
11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

貸出コミットメントの

総額
 11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

貸出コミットメントの

総額
11,000百万円

借入実行残高 ―

差引額 11,000

 ※５           ―――――  ※５  中間期末日満期手形

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。

    受取手形              0百万円

 ※５  期末日満期手形

 期末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当期末日は金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

    受取手形              0百万円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取配当金 1,842百万円

為替差益    485百万円

 

受取配当金    1,693百万円

   

 

受取配当金    2,106百万円

為替差益 　　 774百万円

※２　　　　　――――― ※２  営業外費用の主要項目 ※２　　　　　―――――　

為替差損      671百万円

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 1,983百万円

無形固定資産  692百万円

有形固定資産 1,924百万円

無形固定資産  1,137百万円

有形固定資産    3,917百万円

無形固定資産  1,462百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
(株)

当中間会計期間
増加株式数 (株)

当中間会計期間
減少株式数 (株)

当中間会計期間末
株式数 (株)

普通株式 (注) 18,455 474 90 18,839

合計 18,455 474 90 18,839

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加474株は、単元未満株式の買取による増加であります。また、減少90株は、

      単元未満株式の買増請求による売渡であります。

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
(株)

当中間会計期間
増加株式数 (株)

当中間会計期間
減少株式数 (株)

当中間会計期間末
株式数 (株)

普通株式 (注) 19,836 452 90 20,198

合計 19,836 452 90 20,198

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加452株は、単元未満株式の買取による増加であります。また、減少90株は、

      単元未満株式の買増請求による売渡であります。

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
(株)

当事業年度
増加株式数 (株)

当事業年度
減少株式数 (株)

当事業年度末株式数
(株)

普通株式 (注) 18,455 1,471 90 19,836

合計 18,455 1,471 90 19,836

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,471株は、単元未満株式の買取による増加であります。また、減少90株は、

      単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。

   （開示の省略）

 リース取引、有価証券、１株当たり情報に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きく

ないと考えられるため開示を省略しております。

   （重要な後発事象）

   該当事項はありません。 
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